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概要 

 移民管理に関する既存の歴史社会学的研究は、「国民国家」という分析単位を暗黙の前提

として採用してきたが、近代の国民国家が同時に植民地帝国の一部であったことを鑑みれ

ば、植民地関係への言及を抜きにした国民国家に関する説明は乏しいものとならざるをえ

ない。それゆえ、近代における移民現象と国家によるその管理の様態を理解するには、帝

国という歴史的・空間的布置のなかで、それらを捉え直す必要がある。こうした問題意識

のもと、本稿は 20 世紀初頭のインド人移民に対してカナダ自治領政府が導入した制限的措

置を社会学的な考察対象として、大英帝国内の移民管理の様態の一旦を明らかにすること

を課題とする。「英国臣民」であるインド人の帝国領内における移動に対して、同じく英帝

領であるカナダ自治領が整備していく法制度の分析を通して、帝国における移民管理が、

現場で起こる微細な出来事への応答として場当たり的に導入され、また変容されていく法

制度によって、なし崩し的に既成事実化していったことが明らかにされる。  

 

キーワード 

帝国、移民管理、カナダ、インド移民 

 

 

I はじめに 

 

 従来、国家による移民管理に関する歴史社会学的研究は、「国民国家」という分析単位を 

暗黙の前提として採用してきた。国家形成史のモデルは「西洋」という仮構された地理的

範囲内の歴史発展から導き出され、それが他の地域との比較対照での基準であるかのよう
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に利用されてきた。帝国主義や植民地主義の問題は、特殊事例として処理されるか、国家

発展における過渡的な段階として扱われてきた。しかし、近代の国民国家が同時に植民地

帝国でもあったことを鑑みれば、植民地関係への言及を抜きにした国民国家に関する説明

は乏しいものとならざるをえない。それゆえ、近代における移民現象とその管理の形成過

程を十全に理解するためには、帝国という歴史的・空間的布置のなかで、移民管理の形成

過程を捉え返さなければならないはずだ。 

 本稿の課題は、20 世紀初頭のインド人移民に対してカナダ自治領政府が導入した制限的

措置を社会学的な考察対象として、大英帝国内の移民管理の様態の一旦を明らかにするこ

とである。「英国臣民（British Subject）」であるインド人の帝国領内の移動に対して、同じ

帝国領の一部であるカナダが、どのような法制度を整備し、それを現場の移民審査官がど

のように運用していったのかを具体的に追いかけながら、移民管理が場当たり的かつなし

崩し的に出来上がっていったとの見取り図を描く。 

 本稿のテーマに関する先行研究として、ラディカ・モンジアの論文がある1)。モンジアの

研究は、1906年から1915年の期間、カナダ自治領政府とインド政庁のあいだで繰り返され

た、インドからカナダへの移民に対する制限措置をめぐる植民地間交渉の記録文書を読み

解きながら、帝国という歴史的文脈のなかで、「国民」の範疇が移民管理の主軸として採用

されていく過程を考察したものである。モンジアの説明によれば、カナダからのインド人

の排斥は、移民制限の根拠とされた人種的差異が、「国民」の区分として変換されることに

よって達成された。こうした歴史分析を通じてモンジアが例証しようとするのは、「国民」

という単位に基づく移民管理は、近代国家がその成立時点から行っていた実践ではなく、

植民地における火急の課題への対応として事後的に採用されたという経緯である。モンジ

アの言葉を使えば、「国民国家の形成の後に
．．

移動の管理が始まったのではなく、国民国家は

ある部分では国民—人種の軸線に沿った移動の管理を行うために出現した」とされる2)。 

 このようにモンジアの研究は、国家による移民管理の植民地的系譜を解き明かすもので

あるが、議論の方向性としては、移民管理を駆動させる論理の変容を梃にして、帝国秩序

の中から国民国家秩序が浮かび上がる過程を説明することに主眼が置かれている。歴史的

種別性や偶発性の強調にもかかわらず、帝国から国民国家へ、あるいは「臣民」から「国

民」への移行というある種の発展段階論的思考が認められるのである。これに対して、本

稿の焦点は、あくまで帝国秩序の内部における移民管理の様態の把握することに限定され

る。インド政庁とカナダ政府のあいだで交わされた通信文書の読解を通じて、移民管理の

変容過程を跡づけたモンジアとは異なり、本稿は、インド移民の到来によって生じた微細

で偶発的な出来事や、それらへの場当たり的な対応として構築されていく諸々の法制度を

個別具体的に観察していきたい。そうした作業を通じて、「臣民」、「人種」、「市民」とい

った範疇が、相互に矛盾を孕んだまま同時並行的に用いられることで、帝国内の移民管理

が動態的に形成・維持されていた様が明らかにされる。 

 

 

II 本稿の理論的視座 
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 本稿の理論的枠組を設定し、考察すべき論点を抽出する上で、社会学者ジョン・トーピ

ーの『パスポートの発明』が、格好の出発点となりうる 3)。それが国境管理や移民規制を社

会学的考察の対象にする重要性を説いた画期的な研究であると同時に、帝国主義と植民地

主義への無顧慮という近代国家形成に関する歴史社会学的研究全般に認められる傾向を如

実に反映した研究でもあるからである。 

 まず、筆者なりにトーピーの主張を要約しておきたい。『パスポートの発明』は、パス

ポートという文書の歴史的起源や発展を考察するものではない 4)。トーピーの目的は、フラ

ンス、ドイツ、イギリス、アメリカ合衆国などの事例を比較しながら、パスポートに代表

される人びとの移動を管理する諸制度の発展が、近代国家の形成過程において果たした決

定的な役割を浮き彫りにすることにある。 

 トーピーによれば、近代国家は、兵役や徴税、法執行の円滑化、治安や衛生、軍事上の

危険からの防衛など様々な理由から、領域内の人間の移動を恒常的かつ効率的な監視の下

に置くことを欲した。それゆえ一方で、近代国家は、荘園主やギルド、教会などの中間的

組織がそれぞれの領域で行使していた移動に関して認可を与える権限を失効させ、領域内

における諸個人の移動を一元的に管理する法的・政治的権限を奪取した。マックス・ウェ

ーバーの国家論を敷衍しながら、トーピーはこの過程を「国家による合法的な移動手段の

独占化」と名付ける 5)。他方で、管理権限の実行的な行使のためには、移動する諸個人の身

元と所属を確認し、区分できるシステムが構築される必要があった。ここで重要となった

のが、戸籍証明や納税証書、健康診断証、旅行許可証など、諸個人のデータが登記された

文書の発展と流通であり、それら文書に基づく管理を可能にする巨大で複雑な行政機構の

確立であった。そして、この文書化の過程を通して、国家に掌握されるべき構成員として

の「国民」と、国家の恩恵を享受できる資格を有さない「外国人」の区分が定着していっ

たと論じられる。 

 移民管理の動態を理解するには、移民法や出入国管理法などの法制定の次元だけなく、

行政機構による実際の運用の場面にも目を向ける必要性を強調している点、また、「国民」

や「国境」の存在を考察の与件とせずに、それらが移民管理の渦中で事後的に構成され、

定着させられていく過程を論じる必要性を指摘している点などは、本稿の議論を進める上

でも有益な視点となる。しかしながら、自身が考察対象としている近代国家が、国民国家

であると同時に植民地帝国でもあったという歴史的事実からほとんど目を背けていること

が、トーピーの議論の妥当性をひどく限定したものにしてしまっている。 

 植民地主義の問題は、次のようなかたちで研究の冒頭でかすかに暗示されるやいなや、

即座に考察対象から除外されてしまう。 

 

  本研究の地理的枠組は、考察される時代においては西洋諸国の優勢が比較的に疑いの

余地のないものとなり、世界の他のほとんどの地域に西洋のやり方を押し付けることが、

その時期の最も顕著な特徴のひとつとなっていた、という私の信念に由来する。ここで

は近代における西洋の抬頭と優勢についての常識的な知見であると思われるものを繰り

返しているだけである。こうしたことを、非西洋文化に対する何らかの軽蔑を含意して

いると取らないでいただきたい。ただ単にそうした非西洋の諸社会が自身たちのやり方
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を世界に押しつけられるほどに強力でなかったとの認識を示しているにすぎないのだ 6)。 

 

 ここに表されているのは、西洋で確立されたモデルが、ある種の「モジュール」として

非西洋諸国へ普及し、次第にグローバルな標準となったとの筋書きである。この普及の過

程が往々にして暴力的なものであったことが示唆されるという程度に、植民地主義の影が

仄めかされているにすぎない。むろん西洋諸国は、本国社会のなかで発展した統治技術を

植民地社会に移植した。だが他方で、植民地統治の過程で開発され、発展した諸政策や諸

実践が後に本国社会へ逆輸入されたという事例も少なくない 7)。たとえば、身元確定技術の

典型である指紋法は、元来は 19 世紀後半の植民地インドにおいて、行政事務の効率化や、

定住生活を営まない部族の取り締まりなどを目的として開発、実用化されたものである。

犯罪捜査上の画期的な手法として本国に持ち帰られるのは 20 世紀になってからであり、南

アフリカでさらなる実験が試みられた後のことであった 8)。 

 帝国主義と植民地主義という歴史的背景のなかに置き直したとき、トーピーの理論的説

明の妥当性は次第に怪しいものにみえてくる。たとえば、国民国家と植民地帝国の二重性

を考慮にいれたとき、「あらゆる社会階層の人々が国家に対してより平等に近い地位を獲得

するにつれて、領域のなかのローカルな諸空間のあいだでの移動に関する国家の管理は弱

まっていき、国家の外縁である『ナショナル』な境界に関わる規制に取って代わられてい

った」とするトーピーの説明は信頼にたるものだろうか9)。 

 たしかにヨーロッパ大陸の内部だけに焦点を絞るならば、移民管理にとって重要な境界

線は「国土」として画定される地理領域の外周線と一致するようになり、その「国内」で

は比較的自由な交通空間が開示されたように見えるかもしれない。しかしながら、植民地

の存在を考慮に入れれば、「国内」と「国外」の区分自体が途端に不明瞭になる。大英帝国

を例にとった場合、「ナショナルな境界」とは、世界地図の上でピンク色に塗られた部分と

その他の色で塗られた部分を分ける線のことをいうのだろうか。あるいは大英帝国を構成

している自治領や保護国、保護領の領土を区画する外線を指すと考えればよいのだろうか。

帝国における「国境」を指示するのは、英国とフランスとの国境線が引かれている場所と

して、たとえば地図上でドーバー海峡を指差すほどには容易ではないのである。 

 また、国家の構成員の「国民」として「国家に対してより平等に近い地位」の獲得が、

他の構成員と同じ範囲を自由に動けたことを意味しないことにも注意が必要である。もち

ろん「国境」における「外国人」の出入国管理は、帝国においても重要な課題であったか

もしれないが、それと同時に、国籍法上は「同国民」であるはずの植民地住民の移動も管

理の対象となっていたからだ。帝国における「国境」は、「外国」との境目だけでなく、

「本国」と「植民地」のあいだに、「植民地」と「植民地」のあいだも存在したのである。

それゆえ、帝国の移民管理を考える上で、「国民」と「外国人」という単純な二項対立を前

提にはできないのである。 

 さらにいえば、帝国の枠組で考えれば、移動を管理する「国家」が必ずしも単数系で存

在しているわけではないことにも気づかされる。帝国とは複数の政治空間と異法域がパッ

チワーク状に連なる結合体であり、常に「本国」という中心で作られるヴィジョンによっ

て一元的に統治されているというわけではなかった。大枠としてひとつに纏まっているよ

うにみえても、統治は帝国を構成する各部分の相異なる諸利害を絶えず調整しながら進め
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られたのであった。そうであれば、帝国内の誰が誰の移動に対してどういう管理を敷いて

いるのか、ということを具体的に見ていく必要があるだろう。 

 以上、トーピーの議論の考察を通していくつかの論点を抽出したが、これらの点を大英

帝国の実情に照らし合わせながら具体的に確認していく。次章ではその歴史的前提を説明

するために、英国支配の下でインド人が「英国臣民」という法的地位を付与されていた事

実を確認した上で、19世紀末以降、帝国領内の各地でインド人移民に対する移民制限策が

どのように講じられていたかを概観したい。 

 

 

III 「英国臣民」としてのインド人 

 

中世以来、英国では国家という政治共同体の一員であるとの成員資格は、王冠に対する

「忠誠（allegiance）」に基づいて付与された 10)。忠誠の概念は、領主が支配する領地で出

生した個人は、その領主に対して義務を負わねばならないという封建的発想に由来する。

こうした法的地位は、17 世紀における 2 度の革命によっても根本的な改変に晒されること

はなく、第２次大戦後に制定された 1948 年国籍法が共和主義的な発想に由来する「市民」

という概念を導入するまで、数世紀に渡って「英国人」であることの法的定義の核心であ

った。 

 1608年のカルヴィン事件判決は、イングランドのコモン・ロー上の成員資格に関する考

え方を体系的に明らかにする機会となったが、王の領土内で出生した者は、すべからく王

の臣民となるとの原則がそこで確認された11)。数世紀にわたって英国国籍法の基本原理とな

ったこの出生地主義（jus soli）は、イングランドの支配領土の拡大によって非常に大きな

帰結をもたらした。イングランドとスコットランドとの合同による連合王国の形成、アイ

ルランドの征服、北米、カリブ海、インド亜大陸、太平洋、アフリカにおける植民地の建

設によって、「王の領土」はグローバルな規模で広がったが、そこで生まれた者はすべて「英

国臣民」という単一の範疇のなかに包括されたのである。「主たるルールは非常に単純であ

る。生まれた場所が最も重要なのである」と、ポロックとメートランドは『イングランド

法の歴史』のなかで述べている12)。同一の主権者との個人的紐帯によって一律に「英国臣民」

として扱う法的制度は、広大な植民地帝国の領土と多人種の構成員のあいだに統一性を担

保するメカニズムとなったのである13)。 

 「英国臣民」であることは、少なくとも原理的には、帝国全土において他の臣民と同じ

諸権利を有することを意味した。19世紀の法学者ハーバート・ブルームは、「此処であろう

が植民地であろうが属領であろうが、イングランド王の領土内で生まれた者はすべて、王

の庇護下に置かれ、それゆえ我らのコモン・ローによって、王に忠誠を尽くすことになり、

すべての義務に従い、イングランド人（Englishman）としてのすべての権利と自由を享受

する」とこの原則を整理している14)。そして本稿の議論にとって重要な点は、そうした諸権

利には、イングランドの領域内、のちには帝国境内を自由に往来する権利が含まれると伝

統的に考えられていたことである15)。 

 「英国臣民」たるインド人の権利に関しては、1857年のセポイの乱の帰結として、インド

領が東インド会社による間接統治から英国王の直接統治のもとに置かれた際に、新たな統

治方針として、1858年11月にヴィクトリア女王が宣明した「国王宣言」によって明確にさ
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れた16)。曰く、「朕は、朕のインド領の原住民に対して、朕が他の臣民に対して負っている

義務と同じものを負う。而して、全能の神のあらゆる祝福を受け、朕はそれらの義務を誠

実かつ良心的に果たさん」17)。また、「朕の臣民であるかぎり、その人種と信仰の如何を問

わず、自由かつ公平に官職につくことが許される」として、人種的平等の実現を約束して

いたことも重要である18)。この宣言はしばしば「インドのマグナ・カルタ」と称され、イン

ド人が他の英国臣民と同じ権利を享受できる明確な根拠とされた19)。 

しかしながら、このようにインド人に与えられていたはずの移動の権利は、19 世紀末から

徐々に次第に名ばかりのものになっていく。19 世紀以降、一定の自治権が与えられたカナ

ダやオーストラリア、南アフリカの自治領植民地政府において、アジア系排斥運動を背景

とした排他的移民法が次々と制定され、「英国臣民」であるはずのインド人もその対象とさ

れたからである 20)。こうした状況は、次のような問題を惹起することになった。「英国臣民」

たるインド人による帝国領内の移動をカナダ（あるいはオーストラリアや南アフリカ）は

制限できるのか。表向きには人種的平等を謳う帝国の論理を犠牲にすることなく、人種的

差異を根拠としてインド人の排斥をおこなえるのか。果たしてそれは正当化できるのか。

できるとすれば、どのような法を制定するのが適切か。帝国領内における臣民の移動の自

由と、出入国管理や移民政策における自治領の権限はどちらが優先されるべきか。 

カナダの事情については次章で詳しく見ていくので、ここではインド人移民をめぐる帝

国の全般的な状況について押さえておきたい。まず指摘できることは、インド人の移民統

制をめぐる法的権限の分裂が存在したことである。一方では、自治領植民地には「国内的

な」事項については独自の法制度を整える権限が与えられており、移民管理と帰化手続、

在留外国人に関する立法もそれに含まれていた。しかし他方で、帝国全体で通用する「英

国臣民」という法的地位は、自治領でも使用され続けた。Ｊ・マーヴィン・ジョーンズが

説明するように、「19 世紀末から 20 世紀初頭にかけて多くの植民地が一定の自治を獲得し

たという事実にもかかわらず、英国国籍に関する立法は、『帝国議会』の排他的な管轄であ

ると考えられていた」からである 21)。それゆえ、英国臣民に影響を与える場合には、帝国

領内での移動の自由を約束する「英国臣民」の地位認定に関する法と、各自治領の移民法

や国境管理法が、互いに干渉し合う関係にあった。言い換えれば、トーピーのいう「国家

による合法的な移動手段の独占」が容易には達成されえない状況が存在したのである。 

第 2 に、インド人移民問題への対応について、帝国の各機関は多くの面で互いに矛盾や

対立を抱えていた。多様な人種や文化で構成される広大な版図と人口を治めなければなら

ない本国政府としては、建前とはいえ、肌の色や人種に関わりなく平等を約束するとの原

則を堅持せざるをえなかった。インド政庁の側は、大英帝国の内部におけるインド人の差

別的待遇を根拠にして、反植民地主義運動が活性化するのを抑制したいとの政治的思惑か

ら、自治領における性急な制限法の制定に反対した。実際、各自治領でインド移民が晒さ

れている様々な人種差別は、反植民地主義運動のなかでの重大なイシューとなっていた。

1911 年に本国インド省によって作成された過去 10 年のインド人移民問題を総括するレポ

ートには、移民問題をめぐる自治領植民地とインド人の軋轢の深刻さは、「反乱的な扇動者

と穏健なインド人の意見を代表する絶対的忠誠者たちが団結している」にあると記されて

いる 22)。各自治領政府が「白人国家」の建設を目的としたアジア人排斥で共同歩調を取っ

ていたように、インド人移民差別の反対という観点では、その点では立場を異にする反植
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民地主義勢力がひとつに纏まっていたのである。しかしながら、カナダやオーストラリア

などの自治領植民地との協力関係を維持するという帝国外交の見地からは、本国政府もイ

ンド政庁も自治領側の主張を蔑ろにするわけにはいかず、柔軟な対応を余儀なくされてい

たのが実情だった。 

 こうしたことは 1897 年のヴィクトリア女王即位 60 周年記念式典を機にロンドンで開催

された植民地会議の場で、植民地相ジョゼフ・チェンバレンがみせた両義的な態度に表れ

ている。チェンバレンは「文明も宗教も慣習も異質な人々の流入」に制限を課そうという

自治領政府の決意に共感を示しながらも、他方で各自治領政府の首脳たちに、人種や肌の

色の区分を設けない「帝国の伝統」を想起させるのを忘れなかった 23)。曰く、「女王陛下の

すべてのインド臣民ひいては他のすべてのアジア人を、肌の色や人種を理由にして排斥す

ることは、これらの人びとに対する非常なる侮辱行為となるがゆえ、女王陛下がそれに裁

可を与えねばならぬことになれば、この上ない心痛となるだろう」24)。 

 しかし同時に、チェンバレンは排斥の根拠として用いるべき基準を提示することで、植

民地の側に大きく譲歩した。チェンバレンは、「人種」が排斥の動機にあっても、法文上で

「人種」や「肌の色」が明記されなければ、制限的移民法を制定してもかまわないと述べ

た。チェンバレンによれば、制定される法は、「我々と肌の色が異なっている」という点で

はなく、「移民の資質」を問うものとして設計されなければならず、「不潔であったり、不

道徳であったり、貧困者であったり、その他法文上に明記しうる問題点」を排斥の基準と

して採用されなければならない。こうした観点から、南アフリカのナタール植民地から提

出された法案を取り上げ、それが非常に優れたものであると評価した 25)。同法は、移民審

査時に、上陸の資格認定としてヨーロッパ言語の試験を課すもので、明らかにアジア人移

民の排斥を企図したものであったが、法文中には「人種」への言及がないため、人種や肌

の色によって差別をしていない「帝国の伝統」の体裁を傷つけない法と解釈されたのであ

る。 

チェンバレンが表明した方針は、会議後、「ナタール公式（Natal Formula）」として、各

植民地が制限的移民法を制定する際の基準となった。1897 年 12 月に西オーストラリア植

民地が言語試験を課す移民法を制定し、その後の２年のあいだにニュー・サウス・ウェー

ルズ、南オーストラリア、タスマニア、ニュージーランドが続いた。1900 年にはカナダの

ブリティッシュ・コロンビア州が、1902 年にはケープ植民地が同様の法律を制定した。1901

年にオーストラリア連邦が誕生した際、移民に言語試験を課す法律は連邦政府が最初に制

定した法律のひとつだった 26)。  

 以上のように、「英国臣民」であるかぎり、帝国領内での移動の自由は保証されるとする

「帝国の伝統」は、法文の上では堅持されながらも、実際の運用面においてはその地盤を

着実に掘り崩されていったのである。そして、植民地で着実に整備されていく法制度を、

本国政府のほうも既成事実として受け入れていくようになった。そして、1903 年にインド

総督ジョージ・カーゾンは、「帝国のすべての市民が、その肌の色や出自に関係なく、人種

に基づく資格の除去や、社会的あるいは経済的な制限によって妨げられることなく、帝国

のあらゆる場所で平等な条件のもとで生活し、労働する自由がある」との主張は、「大英帝

国がいまだ到達しておらず、おそらくは決して到達しえぬ発展を仮定したもの」にすぎな

いと評するまでになっていたのである 27)。 
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IV  インド人移民の渡航の略史と排斥熱の高まり 

 

 本章からは、カナダにおける歴史過程について具体的に見ていきたい。まず、インド人

移民のカナダへの渡航経緯を概観した後に、彼らがどのように排斥対象として眼差されて

いったのかを確認する。  

 1907 年に書かれた『パシフィック・パンスリー』誌の記事によれば、移民としてカナダ

に上陸したインド人が現れたのは、1903 年頃だとされているが詳しいことは記録されてい

ない 28)。1904 年になるとインド人移民の上陸した数が確認できるようになる。3 月に、エ

ンプレス・オブ・インディア号でヴァンクーヴァーに到着した、「髭を伸ばし、ターバンを

被り、ヨーロッパ式の軽い綿製の衣服を着た 5 人のシク教徒」を皮切りに、5 月にエンプレ

ス・オブ・ジャパン号で 10 人が、続く数ヶ月のあいだに数人が上陸した 29)。しかし 1906

年の後半になると、カナダに上陸するインド人の数は跳躍的に上昇する。前半期は 325 人

に過ぎなかったものが、11 月半ばに到着したターター号１隻だけでも 696 人のインド人が

乗っていた。8 月から 12 月までに、ヴァンクーヴァーに着岸したほぼ全ての定期船がそれ

ぞれ数百人のインド人を乗せていたといわれる 30)。カナダの移民統計によれば、1904-1905

年は 45 人、1905-1906 年は 387 人、1906-1907 年には 2,124 人、1907-1908 年には 2,623

人のインド人が太平洋岸からカナダに入ったと記録されている 31)。 

 第 2 次世界大戦までのカナダに渡来したほぼすべてのインド人は、パンジャーブ州の出

身者であり、その 90％近くはシク教徒だった 32)。東インド会社のインド支配を壊滅寸前ま

で追い込んだ 1857 年のセポイ反乱以来、パンジャーブ州はインド兵の主要な徴募地となっ

ていた。なかでもシク教徒は「尚武の民（Martial Race）」のイデオロギーのもと、戦闘能

力に長けた身体的特徴と、規律と忠誠を重んじる気風をもつと考えられ、インド亜大陸内

に留まらず、兵士や警官、看守、警備員として海外の英国植民地へ派遣されていた 33)。カ

ナダへのインド人の移民の波は、このように大英帝国のアジアの前哨基地で治安維持を担

うべく、香港や上海、マラヤで勤務していた兵士や警官が、よりよい生活を求めて労働者

として太平洋を渡ったことに起因する 34)。1906 年以降の急激な増加は、香港や他の地域か

らの再移住ではなく、最初期の移民からカナダでの雇用機会と比較的高い賃金水準につい

て聞き及んだ人びとが、インドから直接カナダにやってくる流れができていたことを反映

していた 35)。 

このように次第に増加した移民であったが、上陸者の数がビークに達した 1907 年でも、

ブリティッシュ・コロンビア州に住むインド人は 4,000 人程度に過ぎなかった 36)。インド

人移民の大半はロッキー山脈を越えて東部へ移動することなく太平洋岸に集住したが、よ

り高賃金の雇用機会を提供され、南の国境を越えてアメリカ合衆国に移っていったものも

少なくなかった。そもそも、ほとんどのインド人は出稼ぎ目的の単身者であったため、一

定期間の労働で相応の財を築けば（そうした成功を収めたものが多かったわけではないが）、

インドへの帰路に着くというのが一般的な傾向であった。第 1次世界大戦の直前でみれば、

カナダの太平洋岸に居住していたインド人は、2,000 人程度だったと推定されている。これ

は州人口の 0.5％に満たない数である 37)。にもかかわらず、ブリティッシュ・コロンビア州
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のインド人移民は、その人口統計学的な数値では説明しえない過剰な反応を受けることに

なった。 

 相当数のインド人移民がカナダに到来した時機は、絶好のものであると同時に最悪のも

のだった。「絶好」というのは、労働力需要がとくに高かったので容易に雇用を確保できた

からである。「最悪」というのは、すでに中国人や日本人に対する排斥運動が激化していた

ため、インド人自身もすぐに排斥の対象となったからである。実のところ彼らが雇用先を

容易にみつけられたのは、アジア人排斥運動のために中国人や日本人の移民数が一時的に

低下していたからである。このため中国の移民数が一時的に急落し、カナダ大西洋岸では

労働力不足が発生し、この不足を補うためにインド人は雇用主から多いに歓迎された 38)。 

 しかしながら、1906 年後半にインドから来航者が急増すると、彼らはすぐさま敵意の対

象となる。まず反対の狼煙を上げたのは労働組合だった。ヴァンクーヴァーとヴィクトリ

アの労働組合評議会が、連邦政府に対してインドからの移民の増加を批判する決議を送り、

「当州へのヒンドゥー労働者の導入に対して断固たる抗議を記録」し、「安価なアジア人労

働力で溢れさせようとするさらなる試み」を阻止するため、政府があらゆる権限を用いて

ブリティッシュ・コロンビア州の白人労働者を助けることを求めた 39)。ヴァンクーヴァー

の移民審査官 A．S．モンローは、中国人や日本人とは異なる分野で雇用されていることか

ら、「白人労働者にとっての競争者として」インド人は危険視される原因になっていると分

析している 40)。「彼らは実際に、製材や道路工事といった白人労働者と同じ種類の仕事に従

事している。白人が手をつけない家内労働や造園あるいは農作業には従事せず、通常、白

人労働者が進むのと同じ路線での雇用を求めている 41)。」 

 インド人に対する攻撃は雇用の分野に限られなかった。白人労働者から雇用を奪う敵対

者という言説と矛盾するのだが、インド人は仕事を見つけられないので、早晩、困窮した

インド人は物乞いとなり町を徘徊するとの風評が広がった。彼らが各家の戸口を回って、

金銭や牛乳を乞う姿が非常に頻繁に目撃されるとも報告された 41)。『ヴァンクーヴァー・ワ

ールド』紙は「腹を空かせたヒンドゥーの群れがヴァンクーヴァー市に侵入」との見出し

を上げ、路上を徘徊する「クーリー」は「女性や子供への脅威」になると市民に警鐘を鳴

らした 42)。 

 たしかに 1 隻の船で数百人が同時に来航した際には、当座の住居を見つけられない大勢

のインド人が、波止場前や公園にキャンプを張り、周辺をうろつくという光景が見られた。

しかし、インド人が街頭で暮らさねばならなかったのは、当時のブリティッシュ・コロン

ビア州の都市部が急激な人口増加のために深刻な住宅不足に陥っていたことに起因する。

大家は望みの店子を選別できたので、多くの場合、インド人の賃貸希望は無碍に拒絶され

た。どうにか借家を見つけられたとしても、住居から力ずくで追い出されることもあった

43)。野外での作業がストップし一時的に解雇された労働者が都市部に戻る冬季になると、住

宅不足は一層悪化した。時には同じ家に数十人以上が寝起きするという状況だった。ある

新聞は、以前は両親と 12 人の子供からなる家族が暮らしていたサイズの住居に、70 人もの

インド人が生活していることを取り上げ、「箱に入ったイワシのように貧者たちは詰め込ま

れ、時折、水のように血が飛び散る血なまぐさい争いごとをして退屈を紛らわしている」

と報道した 44)。 
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このような過密な居住環境に関する情報は、インド人は不潔であるとのイメージと結び

付けられ、インド人の生活条件と衛生観念の低さが、恐ろしい病気を発生させる温床を生

むと信じられた。ヴァンクーヴァーの衛生調査官モリソンは、「衛生学の観点からいって、

彼らは最下層の中国人よりもさらに悪いと私は考える。これらの男たちが何とか借りた古

いボロ屋敷で生活している様よりも不潔な条件をみつけることは不可能である」と報告し

た 45)。また、『デイリー・コロニスト』紙が伝えるところによれば、ヴァンクーヴァーの著

名な医者は「脊髄髄膜種やポリオウィルス感染症によるトラブルの大部分が、その街のヒ

ンドゥーのあいだに蔓延る不衛生な諸条件のせい」であると主張した 46)。 

 以上のように、カナダ社会のなかで、インド移民は様々な観点から問題化され、他者化

されていった。強調しておかねばならないが、労働問題にせよ住宅問題にせよ、はたまた

衛生問題にせよ、インド人あるいは他のアジア人労働者によって持ち込まれたものではな

く、ブリティッシュ・コロンビア州の独特の経済構造と急激な発展に内在する問題であっ

た点を指摘しておきたい。とくにヴァンクーヴァーやヴィクトリアでは、都市のインフラ

が人口の急速な拡大のテンポに追いつかず至るところに歪みが出ていた。また世界市場に

向けた一次産品の輸出に基づくブリティッシュ・コロンビアの経済は、市場価格の変動に

応じて好況と不況がめまぐるしく繰り返される状況にあり、林業や農業、鉱業に従事する

移動労働者の雇用環境は常に不安定であった。インド人はこうした都市問題や社会不安の

スケープゴートにされたのだといえる。 

 

   

V  カナダにおけるインド人排斥の法制度化 

 

 このようにインド人に対する排斥熱が高まっていくなか、カナダ政府にとってインド移

民の「入国」に際して制限策を講じるのは容易ではなかった。繰り返しになるが、インド

人は英領植民地から来る「英国臣民」であり、カナダも同じく英領植民地なのである。帝

国的配慮から、人種的区分を明記するような移民法の制定も回避されなければならなかっ

た。では、どうのようにして彼らの渡航は制限されたのだろうか。以下、カナダ政府がイ

ンド人移民を管理し、帝国の臣民秩序が作りあげられていく過程を具体的に見ていきたい。 

当初、カナダ政府は、インド政庁にパスポート制度を導入させ、その発給数をインドの側で

コントロールすることにより、カナダへの渡航者数を削減しようと考えていた。早くも 1907

年 11 月に、カナダ首相ウィルフレッド・ローリエは、カナダ総督アルバート・グレイを介し

て、ロンドンの植民地省とインド政庁に対して、パスポート制度導入の検討を打診している。

ローリエの提案は次のようなものであった。インド側がカナダへの渡航希望者にパスポートの

取得を義務づけ、それを所持せぬ渡航者に対しては上陸を許可しない。そして、カナダ政府と

インド政庁のあいだ合意にもとづき年間のパスポートの発給数を設定することで、カナダへの

移民数を制限しようとした。つまり、インド人の移動性を共同管理のもとに置こうと促したの

である。同時にローリエは、インド政庁がパスポート制度の導入に同意しなければ、インド人

移民に対して 200 ドルの携帯金の所持を義務づける枢密院令を発布し、「国王陛下の臣民の一

部に対して例外的な障害を課す」ことになると通達した 47)。 

数ヶ月の留保の末に出されたインド政庁の回答は、次のようなものであった。 
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 我々はカナダ政府が抱える固有の困難を認識し、この難問に取り組むにあたって融和

的な態度をとっていただいていることに感謝するが、非常に慎重な熟慮の末、遺憾なが

ら、自由なインドからの出移民に対して、提案されているような制限をインドの側で課

すといった提案に同意することはできない 48)。 

 

 カナダの提案に同意できない理由として、インド政庁は何よりもまず「現在のインドの

人心（public feeling）の状態」を挙げた。この当時の「インドの人心」には、反植民地主

義とナショナリズムがしっかりと根を張り出していた。国民会議派は、スワラージを正式

な政治目標として掲げ、インド政庁に対して部分的な自治政府の設立を求めていた。比較

的穏健的な要求を出している会議派とは別に、目的達成のためには暴力的手段を取ること

も辞さない急進派も大衆から支持を集め始めていた。こうした状況下において、インド政

庁は、パスポートの義務化に乗り出せば、インド人に対する差別に自ら加担することにな

り、反植民地主義運動に進んで油を注ぐことになると恐れたのであった。 

 しかし、インド政庁は「インドの側」で制限を設けることを拒否したが、「カナダの側」

が何らかの制限的措置を取ることには反対しなかった。インド政庁は「カナダ領内への移

民を制限するために必要な手段をとることはカナダ政府に任せねばならない」と述べ、「英

領インド人に対してあからさま差別」でなく、身体的適正や一定額の金銭の所持など、一

見中立的な要件を移民志願者に課すものであれば、移民制限措置を講じること自体は容認

したのである 49)。 

 こうして、インド側からのパスポート制度の導入を否定されたカナダ政府は、もともと

はハワイからヴァンクーヴァーへ再渡航する日本人労働者の波を堰き止めるために考案さ

れ、1908 年 1 月に発布されていた次のような枢密院令（Order in Council）をインド移民

にも転用することで、英国臣民であるインド人の移動に障壁を設けようとした 50)。 

 

 移民は、その出生国あるいは市民権を有する国から連続旅程（continuous journey）

によって、かつその出生国あるいは市民権をもつ国（the country of their birth or 

citizenship）を離れる以前に購入した通し切符を用いて渡来するのでないかぎり、カナ

ダへの上陸あるいは渡来は禁止されうる 51)。            

 

法文特有の迂遠な言い回しを噛み砕いていえば、この枢密院令の発布によって、カナダへ

の移民が上陸資格を得るためには、以下の２つのうちのいずれかの方法を取らねばなくな

っていた。１つめの選択肢は、自身の出生地あるいは自身が市民権を有する国から、第三

国において乗り継ぎを挟まない直行便を使ってカナダの港に来航すること。もうひとつは、

第三国での乗り継ぎを挟むが、出生地あるいは市民権を有する国を出発する際に、出発地

から到着地までの全旅程をカバーした切符を購入すること 52)。 

当時、インド－カナダ間ではいかなる汽船会社も直航便の運航を行っていなかったため、

ヴァンクーヴァーやヴィクトリアといったカナダ太平洋岸の港に渡るインド人は、香港や

上海、横浜など極東地域の港湾都市で、一旦船舶の乗り継ぎをしなければならなかった 53)。

日々の移民審査の過程や諸々の情報収集によって、こうしたインド移民の渡航経路を知悉

していた移民審査官は、この規定によってインド人の動きを封じられると考えたのである。
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本規定は、2 月初旬にフィジーからの船でヴァンクーヴァーに到着した 6 人のインド人に対

して実験的に適用され、首尾よく上陸を拒否できたことが確認できると、移民局の秘密調

査員 T. R. E. マキネスは、移民局長 W. D. スコットに対して、「ヒンドゥーたちを締め出す

ために、この法令の可能なかぎりの拡大適用
．．．．

」を進言した 54)。 

しかし早くも翌月には、インド人移民からの挑戦によって、この連続旅程規定による制限

策は失効することになる。3 月 15 日、183 人のインド人を乗せたモントイーグル号がヴァ

ンクーヴァーに到着した。移民審査官は、そのうちの検疫上の理由で 12 人に、移民すべて

に上陸の条件として義務づけられていた 25 ドルを所持していないことを理由に 23 人に送

還命令を下した。連続旅程規定の発効以前にインドを出発した 78 人にも同規定が適用され

た。残りの 70 人はカナダ太平洋横断鉄道汽船会社が発行した通し切符を持っていたが、移

民局はカルカッタを出発した者と切符を持っている者が同一人物であるという証拠がない

という理由を挙げて、他のものたちと一緒に送還することを決定した 55)。 

しかし、移民審査官からの送還命令を不服としたインド人は、その撤回を求めてブリティ

ッシュ・コロンビア州控訴裁判所に提訴した。審理の結果、1908 年 3 月 24 日、裁判所は

枢密院令を「権限踰越（ultra vires）」のため無効との判決を下したのである。判決の根拠

は、いささか技術的なもので、法文内部での矛盾によっていた。つまり、本法令が根拠と

している 1906 年カナダ移民法の文言では、特定の移民の上陸を禁止する権限はカナダ総督

に委任されていたのに対して、枢密院令の中では、「内務大臣の判断において」と権限が内

務大臣に委任されていたからである 56)。こうして送還を命じられた 78 人のインド人は全員

釈放されることとなった。 

 法廷でのおもわぬ敗北を喫したカナダ政府は、すぐさま善後策を講じた。まず、カナダ

政府は、インドの代理店を介してカルカッタからヴァンクーヴァーまでの通し切符を販売

していたカナダ太平洋横断鉄道に対して、その販売を停止するよう圧力をかけた 57)。 

次に、上記の裁判で移民法の法文との不整合が指摘された箇所を改めた新しい枢密院令を

発布した 58)。また、1 月 8 日の枢密院令では、「禁止されうる（may be）」とされていた文

言を、同要件を満たさない「すべての移民」は、「禁止される（shall be）」とより直裁なも

のに改めた。前回よりも強化された規定を厳格に施行されれば、多くのヨーロッパ移民を

も途絶させてしまうことを恐れたスコットは、翌 28 日ケベックの移民官に対して次のよう

な指示を送り、東側の玄関口ではゆるやかな執行を求めた。 

 

 「連続航路」に関して新しく発布された枢密院令は、文言の上では絶対的な禁止を謳

っているが、それが真に望ましくない移民に対してのみ厳格に行使されることを意図し

ている点に留意しておいていだだきたい。それゆえ、この特殊な命令の適用に関して、

多くの裁量権が貴官に付与されていることを理解されたし 59)。 

 

実際、この規定は立案者たちにとって予想外の結果を生んでいた。日本からの船に乗って

カナダに渡ってきたロシア人やフランス人がヴァンクーヴァーで上陸を拒否されるという

事態が起こっていたのである。彼らの「生国あるいは市民権を持つ国」からの連続旅程で

はなかったからである。ヴァンクーヴァーの港に配属されていた合衆国の移民官が「快く

彼らを合衆国へ通過」させたので、これら「非常に教養ある人士」は送還を免れたが、こ

の事件を首相ローリエに報告したマキネスは、「本官はもちろんそのような問題について助
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言する立場にはありませんが」と断った上で、「しかし、この規定はこのようなばかげたか

たちで行使されることを意図されたものでないことを承知しております」と注意を呼びか

けた 60)。マキネスは内務大臣フランク・オリヴァーに対しても、ヴァンクーヴァーの移民

審査官ムンローに対して運用にあたっては移民官審査官に裁量権があることを指示するよ

うに促している 61)。 

また、オリヴァーは、連続旅程規定の法的根拠を強化するため、移民法に同規定を挿入す

る改正案を議会へ提出した。オリヴァーは送還行政の円滑化という技術的理由から改正の

必要性を説いたが、審議中、ある議員が「ヒンドゥーたちを排除する、それだけだ（To exclude 

Hindus, that is all）」と明け透けに叫んだとおり、その真の目的がインド移民の制限にある

ことは周知の事柄であった 62)。審議の過程で、イギリス諸島を経由したフランス移民を排

除してしまうのではないかとの懸念とともに、英国臣民の帝国領内での移動に障壁をつく

るような法を制定する権限がカナダ議会にあるのかといった原理的な問いも提出された。

しかし、十分な議論が尽くされぬまま法案は下院を通過した 63)。そして、上院でもさした

る議論のなされぬままに、総督の裁可を受けて、連続航路条項を含んだ移民法改正法が 4

月 10 日に発効した 64)。 

オリヴァーからすれば、本法がいかに厳格なものであれ、誰に適用するのかは現場の判断

に委ねる腹積もりであったので、上述のような懸念には一切関心がなかった。特定の移民

（インド人）だけを対象としたものでなく、何処から来た移民であれ全員に対して分け隔

てなく適用されるものであるかのような法文上の体裁をとることだけが必要であった。オ

リヴァーは移民局長スコットに対して、この強力な法的武器の使用法にあたって、現場で

の判断がいかに重要であるかを説明している。 

 

 自国からの連続旅程を取らない移民を排除する規定は強制的なものであるが、ただ

し当該移民がほかの面では望ましいときには、彼の排除に関して本省に照会されるよ

うに、（中略）この規定は太平洋岸での状況によって必要なものとなった。この規定な

くしては、日本とのあいだで達した合意、そしてインド政庁とのあいだでも期待され

ている同様の合意が、無益なものとなるだろう。この規定はそれゆえ、排除すること
．．．．．．

が政府の方針である人々を排除する
．．．．．．．．．．．．．．．．

ための手段として考案されているのであって、受
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

け入れるのが望ましいと考えられている
．．．．．．．．．．．．．．．．．．

人々を排除するためにはではない
．．．．．．．．．．．．．．．

65)。 

 

しかし、連続旅程規定は、移民当局者たちが望んでいたほどに堅固な基盤を備えていな

かった。そもそも連続旅程規定は、インドとカナダとを結ぶ直行便が運航されていないと

いう前提でのみ、効力を持つものであったため、どこかの汽船会社がそうした路線を開設

してしまえば、制限措置としての効果は簡単に失われる。カナダ政府と本国植民地省は、

カルカッタとヴァンクーヴァー間に定期便が就航されるかもしれないとの情報が舞い込む

たびに、危機感を募らせた 66)。また、カナダ総督が植民地省に報告しているように、定期

船として運航されずとも、「多くの不定期船が間太平洋サーヴィスを展開しているため、（中

略）大量の人間をインドからブリティッシュ・コロンビア州の港に連れてくるには、さほ

どの資本も大した組織力も必要としない」のも事実であった 67)。 

他方で、インド人が「英国臣民」であり、インド、香港、カナダがすべて大英帝国の領

土である以上、インドから香港を経由してカナダへ至る移動自体は、「連続旅程」として解
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釈されうる可能性も存在した。移民局長 W. D. スコットでさえ、当局者間の通信文書のな

かで、「すべての英国植民地における英国市民権は、連合王国における英国市民権と全く同

一のものであるため、インドの英国市民も他の英国植民地の英国市民でありうる」ので、

インド人移民が香港での乗り継ぎを挟んで、カルカッタからヴァンクーヴァーへ移動した

場合でも「市民権を有する国からの渡来」になりえる可能性を認めていた 68)。このように

連続航路規定に依拠するインド人移民の排除は、あまりにも脆弱で不安定な前提の上で行

われていたのである 69)。 

 この脆弱な壁を少しでも強固なものにするために、カナダ政府は植民地省およびインド

省との交渉の末、カナダに上陸を求める「すべてのアジア系移民（All Asiatic Immigrants）」

に対して、上陸条件として 200 ドルの現金の携帯を義務づける枢密院令の発布に成功する

70)。「すべてのアジア系移民」とあるように、表面上はインド人のみを対象にする法令では

なかった。しかし、「カナダ政府が特別な協定を結んでいる諸国や、カナダの側で特別な成

文法が制定されている諸国」からのアジア系移民は適用対象から除外するとの但し書きが

つけられており、これは日本と中国からの移民には本規定が適用されないことを示してい

た 71)。というのは、日本人移民は、日本政府とカナダ政府のあいだでの結ばれた紳士協定

の結果、日本政府の側が自主的に移民数を制限することに合意していた。また、中国人移

民は、1885 年以来、中国移民法の管轄に置かれ、特別な人頭税が課されていた。それゆえ、

名目的にはインド人のみを対象にした枢密院令ではなかったが、実質的にはインド人のみ

が適用対象となるように設計されていたのである。 

 このふたつの枢密院令によって、インドからの移民はほぼ途絶した。インド人の渡航者

の数は 1908 年以降、劇的に減少した。カナダに上陸したインド人の総数は、1908 年には

2623 人だったが、翌年にはたったの 6 人となった。1909 年から 1920 年の 12 年間でみて

も、118 人を数えるにすぎない 72)。1909 年 3 月 1 日、インド総督ミントはカナダ首相ロー

リエに対して、「我々はカナダによって課された条件についてインドで広く公表し、移民は

まったく停止するという結果をもたらしております。それが再開される可能性は事実上な

いでしょう」と満足げに述べた。カナダ首相のローリエは、その返信のなかで「ブリティ

ッシュ・コロンビア州におけるヒンドゥー問題はしばらくの間、ブリティッシュ・コロン

ビアにおいて非常に厄介ではありましたが、貴殿の行政による素晴らしい処理によりまし

て、今では緩和されております」と事実上の終結宣言をしている 73)。 

 しかし、カナダ政府は手を緩めず、1910 年にはきわめて大胆かつ変則的な立法化を行う。

同年に制定された新移民法のなかに、「カナダ市民」という範疇を導入したのである。そこ

では、「外国人（alien）」が「英国臣民ではない個人」と定義される一方で、次の 3 つのい

ずれかに該当するものを「カナダ市民」と定義した。 

 

 （1）カナダで生まれた個人で、外国人にはなっていない〔＝他国で帰化していない〕者 

 （2）カナダに住所もつ英国臣民 

 （3）カナダの法律のもとで帰化を果たした個人で、その後、外国人になっておらず、 

   居住権を失っていない者 74) 

 

  そして、「カナダ市民」にのみ、カナダに自由に入国し、居住する権利が無条件に与えら

れ、それ以外の者を移民法の適用対象とすることを定めた。重要なことは、この「カナダ
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市民」という範疇は、通常の意味での「国籍」ではなかったことである。先に述べたよう

に、「カナダ人」であろうが、「インド人」であろうが、大英帝国の成員である以上、国籍

は「英国臣民」であった。「カナダの市民」という資格は、あくまでも移民管理行政上の必

要性から生まれたものである。モファト･ハンコックが印象深い言葉で述べているように、

「カナダ市民」としての地位は、「移民審査官のあいだの単なる技術的用語であり、国境に

おいては非常に重要であるが、公民権あるいは政治権に何らの影響をもつものではなかっ

た」のである 75)。それは国境線上でのみ効力を発揮し、移民審査官には可視化されるが、

その境界を跨ぐ前にも、跨いだ後にも、「カナダ市民」という範疇には実質的な内容が含ま

れなかった。カナダ領内で諸権利を享受できる資格に関しては、あくまでも「英国臣民」

と「外国人」との区分によって決定されていたからだ。言い換えれば、この範疇は、「英国

臣民」と「外国人」のあいだにグレーゾンを設け、特定の人びとを、移民管理においての

み「外国人化」するものだったのである。 

 この移民法の規定によって、すでにカナダに居住実績のある者の再渡航である以外、イ

ンド人がカナダの国境を越えられる可能性がなくなったといえる。さらには、移民局はイ

ンド人に対する居住証明書の発行を拒否したため、一旦カナダから出てしまえば、そこに

戻ることは事実上、不可能となったのである 76)。 

 

 

VI おわりに 

  

以上、20 世紀初頭にはじまるインド人労働者のカナダへの移動と、それに対応しながら

作られていく法制度の変容過程を追いながら、大英帝国領内における移民管理の一旦を明

らかにしてきた。帝国内の移民管理は、中心で確定された基本方針に則って、首尾一貫し

たかたちで行われていたわけではない。また、「臣民」から「国民」へと管理の主軸を変換

するとによって、一足飛びに移民の規制が達成されたわけでもない。「英国臣民」であるイ

ンド人の領内の移動に対してどのような制限策を講じるかという課題に直面した現場の移

民当局者たちは、そこで生起する微細な出来事に日々対応しながら、「人種」や「市民」と

いった範疇を場当たり的に重ね合わせることで、少しずつ継ぎはぎ状の法制度を構築して

いったのである。帝国領内の移民管理は、このような緩慢で複雑な道程を取りながら、な

し崩し的に既成事実化されていったのである。 

    （神戸大学総合人間科学研究科博士後期課程） 
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